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【目次】 

１ 全般  

（概要） 

Ｑ1  キャリア形成促進助成金は、どのような事業主が対象ですか。 

Ｑ2  キャリア形成促進助成金の申請手続きは法人単位ですか、事業所単位で

すか。 

Ｑ3  キャリア形成促進助成金は、どのような助成が受けられるのですか。 

Ｑ4  キャリア形成促進助成金の支給を受けたいのですが、どのような手続き

が必要ですか。 

Ｑ5  職業能力開発推進者は何をする人ですか。 

Ｑ6  事業内職業能力開発計画、年間職業能力開発計画はそれぞれどのような

計画でしょうか。 

Ｑ7  訓練実施計画の策定について相談することができる機関はありますか。 

Q8 キャリア形成促進助成金を利用するために、事業内職業能力開発計画に盛 

り込むべき項目は決まっていますか。 

Ｑ9 キャリア形成促進助成金の支給要件となっている事業内職業能力開発計

画の作成方法を教えてください。 

Ｑ10 キャリアアップ助成金との違いはどこにありますか。 

Ｑ11 企業内人材育成推進助成金との違いはどこにありますか。 

 

（併給調整） 

Ｑ12  キャリアアップ助成金（人材育成コース）との併給は可能ですか。 

Ｑ13 企業内人材育成推進助成金との併給は可能ですか。 

 

（助成対象となる訓練） 

Ｑ14   どのような訓練内容であれば、キャリア形成促進助成金の助成対象とな

りますか。 

キャリア形成促進助成金の Q＆A 
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Ｑ15 今回受講させる研修は、どの助成コースに該当しますか。 

Ｑ16 複数の政策課題対応型訓練に該当する場合はどうしたらいいですか。 

Ｑ17 通信教育は助成対象になりますか。 

Ｑ18 自社の業務で使用するＣＡＤソフトの操作説明会は、助成対象になりま

すか。 

Ｑ19 海外顧客とのコミュニケーションに必要な英語力を身につけさせるため

に英会話学校での英語研修を予定しています。日常会話とビジネス会話が

混在する内容ですが助成対象になりますか。 

Ｑ20 フォークリフトや玉掛け技能講習は助成対象になりますか。 

Ｑ21 教育訓練機関の受講案内にキャリア形成促進助成金の対象になると書か

れていますが、助成対象になりますか。 

Ｑ22 単独で受講可能な訓練コースを複数組み合わせて１コースと取り扱うこ

とは可能でしょうか。 

Q23 Word、Excel のパソコン講習は助成対象になりますか。 

Ｑ24 訓練の途中で、対象労働者が自己都合により離職した場合は助成対象と

なるのでしょうか。 

Q25 「この訓練機関のこの訓練を受講すれば助成対象となる」というような

厚生労働省が認めた訓練はありますか。 

Q26 受講を予定している訓練が助成対象になるかわからないのですが、どの

ようにすればよいですか。 

 

 

（助成対象となる経費・賃金） 

Ｑ27 会社の勤務時間外に従業員に訓練を受けさせた場合、勤務時間外に実施

した訓練にかかる経費や賃金は助成対象になりますか。 

Ｑ28 会社の休日に従業員に訓練を受けさせた場合、振替休日や割増賃金を支

払った場合は助成対象になりますか。 

Ｑ29 なぜ所定労働時間外の訓練は、賃金助成の対象外なのですか。 
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（訓練実施計画・支給申請） 

Ｑ30 複数の都道府県をまたがる事業所の訓練を本社で実施する場合、訓練実

施計画届（様式１号）はどのように届け出すればよいですか。 

Ｑ31 新卒の方を雇入れと同時に訓練を行いたいのですが、訓練実施計画届を

提出する時点において雇用保険に加入しておく必要はありますか。 

Ｑ32 訓練実施計画届の提出前に従業員を解雇していますが、キャリア形成促

進助成金を利用できますか。 

Ｑ33 訓練実施計画届を提出した後に、新たな訓練を計画したのですが、どの

ような手続きが必要ですか。 

Ｑ34 既に届け出ている訓練実施計画に変更が生じた場合、どのような手続き

が必要ですか。 

Ｑ35 訓練実施計画届の提出書類で訓練別の対象者一覧（様式４－１、４－２

号）に記載がない労働者については、支給申請時に受講予定者数を超えて

いない場合であれば助成対象となるでしょうか。 

Ｑ36 訓練実施計画届を提出せずに訓練開始をした場合、キャリア形成促進助

成金の支給申請はできますか。 

Q37 １つの訓練を計画する際に、政策課題対応型訓練の対象者と一般型訓練

の対象者がいる場合、必要書類はどのように作成すればよいですか。 

 

（その他） 

Ｑ38 同一の労働者に複数回訓練を受けさせる場合の上限はありますか。 

Ｑ39 １事業所当たりの支給上限額はありますか。 

Ｑ40 賃金助成・経費助成の限度額・時間等はありますか。 

Ｑ41 事業内訓練と事業外訓練の違いは何ですか。 

Q42 事業内訓練を行う際の講師について、どのような資格が必要とされます 

か。 

Ｑ43 事業内訓練で管理者等（社長や役員等）が訓練対象者と一緒に受講した 

場合、総受講者数に含まれますか。 
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Ｑ44 事業内訓練について、社外の講師への謝金は１時間当たり３万円が上限

となっていますが、講師が複数の場合の上限はいくらになりますか。 

Ｑ45 中小企業と中小企業以外の違いを教えてください。 

Ｑ46 短時間労働者は常時雇用する労働者に含まれますか。 

Ｑ47 資本金を持たない事業主（医療法人など）について、中小企業以外か中

小企業の確認はどのように行いますか。 

Ｑ48 「事業主団体等」とはどのような団体を指しますか。 

Q49 事業内訓練を企画し、外部講師を招くことになりました。会場の席に余 

裕があるため、訓練対象者以外の従業員も一緒に受講しました。経費助成額 

に影響はありますか。 

 

２ 成長分野等人材育成コース  

Ｑ50 成長分野等人材育成コースはどのような場合に活用できますか。 

Ｑ51 成長分野等人材育成コースの対象となる訓練は、どのような訓練ですか。 

Ｑ52 事業内容が成長分野等に該当するかどうかはどのように判断するのです

か。 

Ｑ53 主たる事業は成長分野等に該当しないが、一部だけ成長分野等に該当す

る事業を実施している場合は、成長分野等人材育成コースの対象となりま

すか。 

Ｑ54 現在は成長分野等の事業を行っていないが、今後成長分野等に該当する

事業を始める予定である場合、成長分野等人材育成コースの活用はできま

すか。 

Ｑ55 運送会社が従業員に大型免許を取得させるため自動車学校で教習を受講

させるのは対象になりますか。 

 

３ グローバル人材育成コース  

Ｑ56 グローバル人材育成コースはどのような場合に活用できますか。 

Ｑ57 グローバル人材育成コースの対象となる訓練は、どのような訓練ですか。 
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Ｑ58 海外関連業務とはどのような業務ですか。 

Ｑ59 現在は海外関連業務を行っていないが、今後海外関連業務を行うことを

計画している場合、グローバル人材育成コースの活用はできますか。 

Ｑ60 新たに雇い入れた社員に海外拠点との折衝業務に従事してもらうため、

タイでタイ語の語学研修を行います。５日間 35 時間の短期間の研修で、内

容が日常会話程度の基礎的なものを行います。このような研修は対象にな

りますか。 

 

４ 育休中・復職後等能力アップコース  

Ｑ61 育休中・復職後等能力アップコースはどのような場合に活用できますか。 

Ｑ62 育児休業中の訓練を行う場合、通信教育や自宅学習は助成対象の訓練と

して認められますか。 

Ｑ63 妊娠・出産・育児により離職したことが分かる書類はどのような書類を

提出したらいいですか。 

Ｑ64 育児休業前に一般事務員だった者に対して、復帰後配置転換を考え、経

理を担当してもらうために簿記などの新しい業務への土台となる知識をつ

けてもらうための受講でも対象となりますか。 

 

５ 若年人材育成コース  

Ｑ65 若年人材育成コースはどのような場合に活用できますか。 

 

６ 熟練技能育成・承継コース  

Ｑ66 熟練技能育成・承継コースはどのような場合に活用できますか。 

Ｑ67 熟練技能者とはどのような方ですか。 

Ｑ68 認定職業訓練を実施する場合、熟練技能者（10 年以上の実務経験者）が

講師を行わなければいけないのでしょうか。 
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７ 認定実習併用職業訓練コース  

Ｑ69 認定実習併用職業訓練コースはどのような場合に活用できますか。 

Ｑ70 厚生労働大臣の認定を受けるためには、どのような手続きが必要ですか。 

Ｑ71 ジョブ・カードとはどのような制度ですか。 

Q72 パンフレットに記載のある「認定職業訓練」「認定実習併用職業訓練」は 

それぞれどのような意味ですか。 

 

８ 自発的職業能力開発コース  

Ｑ73 自発的職業能力開発コースはどのような場合に活用できますか。 

Ｑ74 自発的職業能力開発経費負担制度を設けました。助成金の対象になりま

すか。 

Ｑ75 自発的職業能力開発コースで実施する訓練は、教育訓練給付制度の対象

となる講座を活用することができますか。 

 

９ 中長期的キャリア形成コース  

Ｑ76 中長期的キャリア形成コースはどのような場合に活用できますか。 

Ｑ77 専門実践教育訓練はどのような訓練ですか。 

Ｑ78 キャリア形成促進助成金は、業務命令により訓練を受講させ、訓練経費

の一部を労働者に負担させた場合は不支給になると聞きました。専門実践

教育訓練の受講に当たっては雇用保険から受講者に対して教育訓練給付金

の支給があります。業務命令により、専門実践教育訓練を受講させ、教育

訓練給付金制度により訓練経費の一部を労働者が受給した場合であっても

不支給となるのでしょうか。 

 

 

10 一般型訓練  

Ｑ79 一般型訓練はどのような場合に活用できますか。 
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11 団体等実施型訓練  

Ｑ80 団体等実施型訓練はどのような場合に活用できますか。 

 

12 ものづくり人材育成訓練  

Ｑ81 ものづくり人材育成訓練はどのような場合に活用できますか。 

 

 

１ 全般  

（概要） 

Ｑ1  キャリア形成促進助成金は、どのような事業主が対象ですか。 

Ａ1  雇用する労働者（雇用保険被保険者）に対して、訓練を計画（事業内職

業能力開発計画、年間職業能力開発計画）に沿って実施する雇用保険適用

事業所の事業主が対象です。 

 

Ｑ2  キャリア形成促進助成金の申請手続きは法人単位ですか、事業所単位で

すか。 

Ａ2  申請手続きは、雇用保険の適用事業所単位です。 

 

Ｑ3  キャリア形成促進助成金は、どのような助成が受けられるのですか。 

Ａ3  訓練に要した経費と訓練期間中の賃金の一部を助成します。訓練コース、

訓練時間、企業規模等により、経費助成は 2/3、1/2 又は 1/3、賃金助成は

所定労働時間内の訓練時間について１人１時間当たり 800 円又は 400 円で

す。詳しくは、パンフレット 11 ページ「２ 支給額」をご覧ください。 

 

Ｑ4  キャリア形成促進助成金の支給を受けたいのですが、どのような手続き

が必要ですか。 

Ａ4  助成金受給までの手続きは、①訓練計画の策定、②訓練の実施、③支給
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申請書の提出、④助成金の受け取りとなります。詳しくは、パンフレット

６ページの「３ 受給手続きの流れ」をご覧ください。また、不明な点など

については、パンフレット 40 ページの都道府県労働局へお問い合わせくだ

さい。 

 

Ｑ5  職業能力開発推進者は何をする人ですか。 

Ａ5  職業能力開発推進者は職業能力開発促進法の規定に基づき、事業所内に

おいて、従業員の職業能力開発を推進するため、訓練計画の作成やその実

施に関する業務及び労働者に対する職業能力開発に関する相談・指導等を

行う担当者として事業主から選任された者です。 

 

Ｑ6  事業内職業能力開発計画、年間職業能力開発計画はそれぞれどのような

計画でしょうか。 

A6  事業内職業能力開発計画は、職業能力開発促進法の規定に基づき、事業主

に雇用される労働者全体の職業能力の開発及び向上を段階的かつ体系的に

行うために作成いただく計画です。年間職業能力開発計画（様式３号）は、

事業内職業能力開発計画を元に実施する訓練について、訓練毎の訓練カリ

キュラムや対象者数を定める詳細で具体的な計画です。これら計画に基づ

き訓練を実施していただくこととなります。 

 

 

Ｑ7  訓練実施計画の策定について相談することができる機関はありますか。 

Ａ7  職業能力開発サービスセンターにご相談ください。連絡先等は以下のホ

ームページに掲載しています。 

※ サービスセンター所在地一覧 

http://www.career.javada.or.jp/id/career/contents/code/1-2 
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Ｑ8 キャリア形成促進助成金を利用するために、事業内職業能力開発計画に盛

り込むべき項目は決まっていますか。 

A8 事業内職業能力開発計画は、人材育成の中核を担う計画であり、①「経営

理念・経営方針」、②「人材育成方針・目標」、③「雇用管理方針」などを

基本に、各職務に必要な職業能力を明確化し、その職業能力を育むための

教育訓練のプランを明らかにするものです。この趣旨を踏まえて、上記３

項目を盛り込んだ計画を作成してください。 

 

Ｑ9 キャリア形成促進助成金の支給要件となっている事業内職業能力開発計

画の作成方法を教えてください。 

Ａ9  事業内職業能力開発計画の作成方法については、職業能力開発サービス

センターの以下ホームページにおいて、当該計画の作成に関する手引き等

を掲載しております。また、当該センターにおいて無料の相談を実施して

おりますので、ご利用ください。 

※１ 事業内職業能力開発計画とは 

http://www.career.javada.or.jp/id/career/contents/code/1-1 

  ※２ 「事業内職業能力開発計画」作成の手引き 

     http://www.career.javada.or.jp/id/career/contents/code/2-5 

  ※３ 作成の動画 

http://www.career.javada.or.jp/id/career/contents/code/2-3 

  ※４ 事業内職業能力開発計画 事例一覧 

     http://www.career.javada.or.jp/id/career/contents/code/2-4 
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Ｑ10   キャリアアップ助成金との違いはどこにありますか。 

Ａ10 キャリアアップ助成金は、有期契約労働者等（契約社員・パート・派遣 

社員）の非正規雇用労働者に対する訓練を助成対象としており、キャリア形

成促進助成金は、主に正社員に対する訓練を助成対象としています。 

 

Ｑ11   企業内人材育成推進助成金との違いはどこにありますか。 

Ａ11 企業内人材育成推進助成金は、雇用する労働者を対象とする教育訓練、 

職業能力評価、キャリア・コンサルティングなどを活用した人材育成制度を

就業規則又は労働協約に規定し、制度を導入・実施した場合に助成をする制

度です。 

それに対して、キャリア形成促進助成金は、雇用する労働者に対して計画

的に職業訓練などを実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を

助成する制度です。 

両助成金の併給調整については、Q１３を参照ください。 

 

  （併給調整） 

Ｑ12   キャリアアップ助成金（人材育成コース）との併給は可能ですか 

Ａ12 同一の職業訓練について、同時に双方の助成金の助成対象となり得る場 

合は、どちらか一方の助成金のみしか支給することができません。 

なお、キャリアアップ助成金（人材育成コース）以外のコースについては、

併給が可能です。 

 

Ｑ13   企業内人材育成推進助成金との併給は可能ですか 

Ａ13 同一の職業訓練について、同時に双方の助成金の助成対象となり得る場 

合は、どちらか一方の助成金のみしか支給することができません。 
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（助成対象となる訓練） 

Ｑ14   どのような訓練内容であれば、キャリア形成促進助成金の助成対象とな

りますか。 

Ａ14  原則として、業務に関連する 20 時間以上（海外の大学院、大学、教育

訓練施設などで実施する訓練は 30 時間以上）の Off－JT による訓練が対象

となります。なお、パンフレット 22、23 ページ「６ 助成対象とならな

い訓練の例」を記載しておりますのでご確認ください。 

 

Ｑ15 今回受講させる研修は、どの助成コースに該当しますか。 

Ａ15 訓練内容だけでなく、事業内容や受講者などの要件によりコースを選択

することができます。詳細はパンフレットの 13～19 ページの「４申請の

流れ・訓練内容」をご覧ください。 

 

Ｑ16 複数の政策課題対応型訓練に該当する場合はどうしたらいいですか。 

Ａ16 いずれか１つの政策課題対応型訓練を選択して申請してください。コー

ス毎に助成要件や経費助成の限度額など、条件が異なります。詳しくは、

パンフレット 11 ページ「２ 支給額」をご覧ください。 

 

Ｑ17 通信教育は助成対象になりますか。 

Ａ17  育児休業中の訓練や中長期的キャリア形成コースの通信制の講座を除

き、原則として通信教育は助成対象になりません。ただし、20 時間以上の

スクーリング（座学）と通信教育を組み合わせた訓練であり、かつ、助成

対象となる訓練時間（スクーリング時間）の 8 割以上を受講した訓練につ

いては助成対象となる場合があります。 

賃金助成は助成対象となる訓練時間（スクーリング時間）のみ助成対象と

なり、経費助成は通信を含めた受講料が助成対象となりますが、経費助成の

限度額は助成対象となる訓練時間（スクーリング時間）で判断します。 
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Ｑ18 自社の業務で使用するＣＡＤソフトの操作説明会は、助成対象になりま

すか。 

Ａ18 自社の業務で使用するＣＡＤソフトの操作説明会は、訓練ではなく通常

の業務として遂行されるものとみなされるため助成対象にはなりません。 

 

Ｑ19 海外顧客とのコミュニケーションに必要な英語力を身につけさせるため

に英会話学校での英語研修を予定しています。日常会話とビジネス会話が

混在する内容ですが助成対象になりますか。 

Ａ19 職務に直接関連する内容の訓練であり、日常会話程度の語学の習得のみ

を目的とした訓練でなければ対象となります。 

 

Ｑ20 フォークリフトや玉掛け技能講習は助成対象になりますか。 

Ａ20 １コース 20 時間以上あれば、キャリア形成促進助成金の対象訓練にな

ります。ただし、法令により労働者に教育を行うことが事業主に義務付け

られている講習（※）は助成対象外となります。 

※ 労働安全衛生法第 59 条第 3 項の特別教育、第 60 条の職長等の教育、

第 99 条の２の労働災害防止業務従事者労働災害再発防止講習。 

 

Ｑ21 教育訓練機関の受講案内にキャリア形成促進助成金の対象になると書か

れていますが、助成対象になりますか。 

Ａ21 助成対象となる訓練コースを個別に設定はしていません（中長期的キャ

リア形成コースを除く。）。訓練を実施する事業所や訓練内容などにより、

支給要件に該当するか、個別に判断する必要があるため、対象となるか否

かは都道府県労働局にご相談ください。 
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Ｑ22 単独で受講可能な訓練コースを複数組み合わせて１コースと取り扱うこ

とは可能でしょうか。 

Ａ22 内容に連続性があって一連のものとして受講することにより訓練の目的

を達成するものと判断された場合には１コースとして取り扱うことが可能

です。 

   なお、複数の訓練施設で実施される場合等でも、同様の判断基準での取

り扱いになります。 

 

Q23 Word、Excel のパソコン講習は助成対象になりますか。         

A23 助成の可否については、訓練の内容等を審査し判断いたします。 

例えばパソコン電源の ON／OFF やマウスの使い方、ウィンドウの操作方 

法、ファイルの保存などの基本的な操作は、職業人として共通して必要とな

るものに該当するため助成対象外となります。 

 

Ｑ24    訓練の途中で、対象労働者が自己都合により離職した場合は助成対象

となるのでしょうか。 

A24 訓練を受講した時間数が、実訓練時間数の８割に満たない場合は、助成対 

象となりませんが、その理由が労働者の都合による退職の場合は、受講実績

の範囲内で助成対象となります。 

 

Ｑ25 この訓練期間のこの訓練を受講すれば助成対象となる、というような厚

生労働省が認めた訓練はありますか。 

A25 そのような訓練はありません。事業の業種、受講者の職務と訓練の内容等

を審査し、個々に助成の可否を判断します。 

ただし、中長期的キャリア形成コースでは、厚生労働大臣が指定した講 

座（専門実践教育訓練）を受講することが必要です。 
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Ｑ26 受講を予定している訓練が助成対象になるかわからないのですが、どの

ようにすればよいですか。 

A26 訓練の名称・日程だけで訓練の内容がわからない場合は、適切なご案内が

できない場合があります。事前に、労働局担当窓口に電話で問い合わせの

上、来訪ください。窓口では訓練カリキュラムや受講案内のほか、申請事

業主の業種・受講予定者の職務等についてもお伺いする可能性があります。 

 

（助成対象となる経費・賃金） 

Ｑ27 会社の勤務時間外に従業員に訓練を受けさせた場合、勤務時間外に実施

した訓練にかかる経費や賃金は助成対象になりますか。 

Ａ27 経費助成は助成対象となりますが、賃金助成は助成対象外となります。

詳しくは、パンフレット 20 ページ「５ 支給対象となる経費など」及び 24、

25 ページ「７ 留意事項」（支給対象となる労働者）をご確認ください。 

 

Ｑ28 会社の休日に従業員に訓練を受けさせた場合、振替休日や割増賃金を支

払った場合は助成対象になりますか。 

A28 会社の休日に実施された訓練については、振替休日や割増賃金の支払いに

関わらず、賃金助成は支給対象外となります。ただし、経費助成は休日の

実施の有無にかかわらず支給対象です。なお、休日に業務命令による訓練

が実施された場合には、休日手当等の割増賃金の支払いが必須となります

のでご注意ください。 

 

Ｑ29 なぜ、所定労働時間外の訓練は、賃金助成の対象外なのですか。 

A29 所定労働時間外の訓練を賃金助成の対象とすることは、 

所定労働時間外の訓練について賃金助成を行うことが、所定労働時間外の訓

練実施を促進してしまい、労働者の負担となる可能性が高いこと 

などから、賃金助成の対象外としています。 
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（訓練実施計画・支給申請） 

Ｑ30 複数の都道府県をまたがる事業所の訓練を本社で実施する場合、訓練実

施計画届（様式１号）はどのように届け出すればよいですか。 

Ａ30 雇用保険の適用事業所ごとに各管轄労働局へ訓練実施計画届の提出が必

要となります。提出先については都道府県によって異なりますのでそれぞ

れ管轄の労働局へお問い合わせください。 

 

Ｑ31 新卒の方を雇入れと同時に訓練を行いたいのですが、訓練実施計画届を

提出する時点において雇用保険に加入しておく必要はありますか。 

Ａ31 訓練開始日において、雇用保険被保険者であることが必要となります。

雇用保険被保険者資格取得届の提出を取得届の提出期限（取得日の属する

月の翌月 10 日）までに加入手続きを行ってください。 

 

Ｑ32 訓練実施計画届の提出前に従業員を解雇していますが、キャリア形成促

進助成金を利用できますか。 

Ａ32 訓練実施計画届の提出日の前日から起算して６か月前の日から支給申請

日までの間に雇用する雇用保険被保険者を事業主都合により解雇等（退職

勧奨を含む）を行った場合は、キャリア形成促進助成金を利用できません。 

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計
画
届
提
出
日 

支
給
申
請
提
出
日 

6 カ月前から 

期間を通じて解雇がない 

支給申請日まで 
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Ｑ33 訓練実施計画届を提出した後に、新たな訓練を計画したのですが、どの

ような手続きが必要ですか。 

Ａ33 新たな訓練の追加がある場合は、訓練開始日の前日までに、訓練実施計

画変更届（様式２号）及び訓練カリキュラム等の必要書類を併せて提出し

てください。 

 

Ｑ34 既に届け出ている訓練実施計画に変更が生じた場合、どのような手続き

が必要ですか。 

Ａ34 変更が生じた日から訓練開始後７日以内（※）に、新たな年間職業能力

開発計画（様式３号）を添えて訓練実施計画変更届（様式２号）を提出し

てください。 

  ※ 訓練が７日以内に終了する場合は訓練終了日までに提出。 

 

Ｑ35 訓練実施計画届の提出書類で訓練別の対象者一覧（様式４－１、４－２

号）に記載がない労働者については、支給申請時に受講予定者数を超えて

いない場合であれば助成対象となるでしょうか。 

A35 訓練の受講者が訓練実施計画届の提出時と支給申請書の提出時で異なる

場合は、支給対象労働者となりません。訓練受講者に変更が生じた場合は、

訓練開始日の翌日から７日間以内（訓練が７日以内に終了する場合は訓練

終了日まで）に訓練実施計画変更届（様式２号）を提出してください。 

 

Ｑ36 訓練実施計画届を提出せずに訓練開始をした場合、キャリア形成促進助

成金の支給申請はできますか。 

Ａ36 支給申請はできません。原則、訓練実施１か月前までに訓練実施計画届

を提出することが必要です。 
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Ｑ37 １つの訓練を計画する際に、政策課題対応型訓練の対象者と一般型訓練

の対象者がいる場合、必要書類はどのように作成すればよいですか。 

A37 政策課題対応型訓練と一般型訓練ごとに、それぞれ年間職業能力開発計画 

（様式３号）を作成し、提出してください。 

 

（その他） 

Ｑ38 同一の労働者に複数回訓練を受けさせる場合の上限はありますか。 

Ａ38 事業主が作成した年間職業能力開発計画の計画期間内において、助成を

受けられる回数は１人３コースまでとしております。なお、コース数の考

え方は「年間職業能力開発計画」を基準とし、「年間職業能力開発計画」上

で複数年度に亘る訓練の場合は、初年度にのみコース数としてカウントし

ます。 

 

Ｑ39 １事業所当たりの支給上限額はありますか。 

Ａ39 １事業所が１年度に受給できる助成額は、最大で 500 万円（認定職業訓

練、認定実習併用職業訓練、ものづくり人材育成訓練を含む場合は 1,000

万円）となります。詳しくはパンフレット 11 ページ「１事業所・１事業主

団体等の支給額」をご覧ください。 

 

Ｑ40 賃金助成・経費助成の限度額・時間等はありますか。             

Ａ40 賃金助成（1 人 1 コース当たり）については、1,200 時間（認定職業訓

練、中長期的キャリア形成コースの専門実践教育訓練は 1,600 時間） 

   ＯＪＴ実施助成（１人１コース当たり）については、408,000 円（認定

実習併用職業訓練コース）、476,000 円（中小企業以外 272,000 円）（もの

づくり人材育成訓練）などとなっています。 

   経費助成の限度額については、訓練コース、事業所規模、訓練時間によ

って異なります。詳しくはパンフレット１１ページをご覧ください。 
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Ｑ41 事業内訓練と事業外訓練の違いは何ですか。 

Ａ41 事業内訓練は、Off－JT であって申請事業主自らが主催する訓練となり

ます。外部講師を活用した訓練や社外の場所で行われる訓練であっても、

事業主が主催したものは事業内訓練となります。一方、Off－JT であって、

教育施設・他の事業主団体等が主催する訓練（典型的には訓練カリキュラ

ムが商品化されている既存のプログラム、受講料等が決まっているものな

ど）は事業外訓練となります。 

 

 

Ｑ42 事業内訓練を行う際の講師について、どのような資格が必要とされます

か。 

Ａ42 事業内訓練の要件は、「職業訓練指導員免許を持つ者や、職業訓練の科目、 

職種などの内容について専門的な知識、技能を持つ指導員または講師により

行われる職業訓練」とされています。講師の具体の要件については、当該分

野の職務に係る実務経験が通算して概ね５年以上を一つの目安としており

ます。 

 

Ｑ43 事業内訓練で管理者等（社長や役員等）が訓練対象者と一緒に受講した

場合、総受講者数に含まれますか。 

Ａ43 訓練受講対象者以外の者が一緒に受講した場合、総受講者数には含みま 

すが助成対象にはなりません。社長や役員は雇用保険被保険者でないため助

成対象外となります。 

 

Ｑ44 事業内訓練について、社外の講師への謝金は１時間当たり３万円が上限

となっていますが、講師が複数の場合の上限はいくらになりますか。 

Ａ44 講師が複数の場合であっても、社外の講師への謝金は１時間当たり３万 

円が上限となります。なお、社内講師の賃金等は助成の対象となりません。 
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Ｑ45 中小企業と中小企業以外の違いを教えてください。 

Ａ45 中小企業事業主であるかどうかの判断は、「主たる事業」ごとに、「資本

金の額または出資の総額」または、「企業全体で常時雇用する労働者の数」

によって行います。詳しくはパンフレット５ページ「２ 中小企業事業主

の範囲」をご覧ください。 

 

Ｑ46 短時間労働者は常時雇用する労働者に含まれますか。 

Ａ46 常時雇用する労働者とは、２か月を超えて使用される者であり、かつ、

週当たりの所定労働時間が、当該事業主に雇用される通常の労働者と概ね

同等である者となります。当該要件に該当する短時間労働者であれば、常

時雇用する労働者に含まれます。 

 

Ｑ47 資本金を持たない事業主（医療法人など）について、中小企業以外か中

小企業の確認はどのように行いますか。 

Ａ47 資本金を持たない事業主は、「企業全体で常時雇用する労働者の数」によ

り中小企業事業主に該当するか確認します。医療法人が複数の適用事業所

を持っている場合には、すべての適用事業所（企業全体）の労働者数で確

認することになります。なお、確認に当たっては労働者数が分かる書類の

提出をお願いする場合があります。 

 

Ｑ48 「事業主団体等」とはどのような団体を指しますか。  

Ａ48 事業協同組合・事業協同小組合・信用協同組合・協同組合連合会・企業 

組合・協業組合・商工組合・商工組合連合会・都道府県中小企業団体中央 

会・全国中小企業団体中央会・商店街振興組合及び商店街振興組合連合 

会・商工会議所・商工会・一般社団法人及び一般財団法人などが当てはま 

ります。 
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Q49 事業内訓練を企画し、外部講師を招くことになりました。会場の席に余

裕があるため、訓練対象者以外の従業員も一緒に受講しました。経費助成

額に影響はありますか。 

A49  経費助成額に影響します。経費助成の対象となるのは訓練対象者のみと

なります。当該事案の場合、経費助成額の算定にあたっては、外部講師

の謝金が受講者の人数に関わりなく一定であれば、助成対象者数を従業

員も含めた総受講者数で除算する按分計算をして算定します。 

 

２ 成長分野等人材育成コース  

Ｑ50 成長分野等人材育成コースはどのような場合に活用できますか。 

Ａ50 健康・環境などの成長分野等の業務に従事する労働者を育成するための

訓練を実施する場合に活用できます。成長分野等の対象分野については、

パンフレット 14 ページをご覧ください。 

※ 助成率・助成額 

中小企業以外 ：経費助成１／３、賃金助成 400 円（１人１時間当たり） 

中小企業：経費助成１／２、賃金助成 800 円（１人１時間当たり） 

 

Ｑ51 成長分野等人材育成コースの対象となる訓練は、どのような訓練ですか。 

Ａ51 成長分野等の業務を行う労働者を育成するための訓練が対象となります

が、具体的には次のような例が考えられます。 

（例） 

   ・ 介護事業を営む事業主が雇用する労働者に受講させる介護職員初任

者研修 

   ・ 再生エネルギー事業を営む事業主が雇用する労働者に受講させる環

境部門などの技術士試験に関する講座 

   ・建設業を営む事業主が雇用する労働者に受講させる太陽光発電パネル
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の設置に要する知識・技能に係る講座 

・医療品・医薬部外品を製造する事業主が雇用する労働者に受講させる

訓練講座 

 

Ｑ52 事業内容が成長分野等に該当するかどうかはどのように判断するのです

か。 

Ａ52 登記事項証明書や会社案内等により、雇用保険の適用事業所単位で行う

事業内容で判断します。 

 

Ｑ53 主たる事業は成長分野等に該当しないが、一部だけ成長分野等に該当す

る事業を実施している場合は、成長分野等人材育成コースの対象となりま

すか。 

Ａ53 雇用保険の適用事業所単位で行う事業が成長分野等の事業を行っている

場合は助成対象となります。 

 

 

Ｑ54 現在は成長分野等の事業を行っていないが、今後成長分野等に該当する

事業を始める予定である場合、成長分野等人材育成コースの活用はできま

すか。 

Ａ54 活用することは可能です。事業計画書を提出していただき、今後成長分

野等に該当する事業を始める計画であることの確認をさせていただきます。 

 

Ｑ55 運送会社が従業員に大型免許を取得させるため自動車学校で教習を受講

させるのは対象になりますか。 

Ａ55 運輸業は成長分野に該当するため、成長分野等人材育成コースの対象に

なります。 
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３ グローバル人材育成コース  

Ｑ56 グローバル人材育成コースはどのような場合に活用できますか。 

Ａ56 海外関連業務に従事する労働者を育成するための訓練を実施する場合に

活用できます。また、海外で実施する訓練も助成対象となります。訓練内

容については、パンフレット 15 ページをご覧ください。 

※ 助成率・助成額 

中小企業以外 ：経費助成１／３、賃金助成 400 円（１人１時間当たり） 

中小企業：経費助成１／２、賃金助成 800 円（１人１時間当たり） 

  ※ グローバル人材育成コースのうち海外で実施する訓練は経費助成のみ

となります（賃金助成はありません。）。 

 

Ｑ57 グローバル人材育成コースの対象となる訓練は、どのような訓練ですか。 

Ａ57 海外関連業務に従事する労働者を育成するための訓練が対象となります

が、具体的には次のような例が考えられます。 

（例） 

・ 語学力・コミュニケーション能力向上のための講座 

・ リーダーシップ、文化理解などグローバルな行動特性を養成する講座 

・ 国際法務、国際契約、海外マーケティング、地域事情に関する講座 

 

Ｑ58 海外関連業務とはどのような業務ですか。 

Ａ58 海外事業拠点での事業展開、海外への販路開拓、販売網の拡大、輸出、

海外の企業との提携・合併などの海外事業を実施するに当たって生じる、

①海外生産・事業拠点における管理業務、②海外市場調査、③提携、販売

などの契約業務、④国際法務など海外事業に関連した業務をいいます。 

※海外からの輸入業務は対象になりません。 
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Ｑ59 現在は海外関連業務を行っていないが、今後海外関連業務を行うことを

計画している場合、グローバル人材育成コースの活用はできますか。 

Ａ59 活用することは可能です。事業計画書を提出していただき、今後海外関

連業務を行う計画であることの確認をさせていただきます。確認する書類

として、会社案内や赴任辞令等を提出してください。 

 

 

Ｑ60 新たに雇い入れた社員に海外拠点との折衝業務に従事してもらうためタ

イでタイ語の語学研修を行います。５日間 35 時間の短期間の研修ですが、

このような研修は対象になりますか。 

Ａ60 対象となります。海外で実施する訓練についても３０時間以上であれば

グローバル人材育成コースとして助成対象となります。ただし、その際に

助成対象となるのは経費助成のみで、賃金助成については助成対象外なの

でご留意ください。 

 

４ 育休中・復職後等能力アップコース  

Ｑ61 育休中・復職後等能力アップコースはどのような場合に活用できますか。 

Ａ61 ①３か月以上の育児休業取得者による育児休業中の訓練、②復職後１年

以内の訓練、または③妊娠・出産・ 育児による離職後、子どもが小学校入

学までに再就職した労働者で再就職後３年以内に訓練を実施する場合に活

用できます。訓練内容については、パンフレット 15 ページをご覧ください。 

※ 助成率・助成額 

中小企業以外 ：経費助成１／2、賃金助成 400 円（１人１時間当たり） 

中小企業：経費助成２／３、賃金助成 800 円（１人１時間当たり） 

※ 育休中・復帰後等能力アップコースのうち育児休業中の訓練は経費助成

のみとなります（賃金助成はありません。）。 
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Ｑ62 育児休業中の訓練を行う場合、通信教育や自宅学習は助成対象の訓練と

して認められますか。 

Ａ62 助成対象の訓練として認められます。ただし、経費助成のみとなります

（賃金助成はありません。）。 

 

Ｑ63 妊娠・出産・育児により離職したことが分かる書類はどのような書類を

提出したらいいですか。 

Ａ63 前職が分かる書類（前職で雇用保険に加入していた労働者は雇用保険の

離職票や受給資格者証、前職で雇用保険に加入していない労働者は労働者

本人が作成した履歴書や職務経歴書）を提出してください。 

 

Ｑ64 育児休業前に一般事務員だった者に対して、復帰後配置転換を考え、経

理を担当してもらうために簿記などの新しい業務への土台となる知識をつ

けてもらうための受講でも対象となりますか。 

Ａ64 復職後の職務に直接関連する訓練であるため、対象となります。 

 

５ 若年人材育成コース  

Ｑ65 若年人材育成コースはどのような場合に活用できますか。 

Ａ65 訓練開始日において、雇用契約締結後５年以内で 35 歳未満の若年労働

者に対する訓練を実施した場合に活用できます。訓練内容については、パ

ンフレット 17 ページをご覧ください。 

※ 助成率・助成額 

中小企業以外：経費助成１／３、賃金助成 400 円（１人１時間当たり） 

中小企業：経費助成１／２、賃金助成 800 円（１人１時間当たり） 
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６ 熟練技能育成・承継コース  

Ｑ66 熟練技能育成・承継コースはどのような場合に活用できますか。 

Ａ66 熟練技能者の指導力強化や技能承継のための訓練、認定職業訓練を受講

する場合に活用できます。訓練内容については、パンフレット 17 ページを

ご覧ください。 

※ 助成率・助成額 

中小企業以外：経費助成１／３、賃金助成 400 円（１人１時間当たり） 

中小企業：経費助成１／２、賃金助成 800 円（１人１時間当たり） 

 

Ｑ67 熟練技能者とはどのような方ですか。 

Ａ67 熟練技能者は、次の者となります。 

① １級技能検定、特級技能検定、単一等級技能検定合格者 

② 職業訓練指導員 

③ 組合などから熟練技能を保有している旨の推薦を受けた者で熟練技

能の育成・承継に関連する職種などの実務経験が 10 年以上（※）の者 

④ 自治体などが認知しているマイスターなど 

⑤ 技能大会で優秀な成績を修めた者 

※ 「実務経験が 10 年以上」とは 職種ごとの主要な技能の内容を  

包含する実務の経験及び入職後に当該職種に関連する訓練又は教育

を受けた経験を指します。 

 

Ｑ68 認定職業訓練を実施する場合、熟練技能者（10 年以上の実務経験者）が

講師を行わなければいけないのでしょうか。 

Ａ68 認定職業訓練の場合は、講師が熟練技能者であることが要件ではありま

せん。 
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７ 認定実習併用職業訓練コース  

Ｑ69 認定実習併用職業訓練コースはどのような場合に活用できますか。 

Ａ69 OJT 付き訓練で、厚生労働大臣の認定を受けた「実習併用職業訓練（実

践型人材養成システム）」を実施する場合に活用できます。訓練要件につい

ては、パンフレット 18 ページをご覧ください。 

※ 助成率・助成額 

中小企業：OＦＦ－JT 部分 

経費助成１／２、賃金助成 800 円（１人１時間当たり） 

OJT 部分 

実施助成 600 円（１人１時間当たり） 

 

Ｑ70 厚生労働大臣の認定を受けるためには、どのような手続きが必要ですか。 

Ａ70 実施計画認定申請書、教育訓練カリキュラム等の必要書類を訓練開始日

の 30 日前までに労働局（又はハローワーク）に提出いただきます。提出か

ら認定までは約 1 カ月程度を要しますのでお早めにご提出ください。 

  ※ 「実践型人材養成システム」実施をお考えの事業主の皆さまへ

http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/job_card01/pdf/koyo

ukunren_131029_01.pdf 

 

Ｑ71 ジョブ・カードとはどのような制度ですか。 

Ａ71 「履歴シート」「職務経歴シート」「キャリアシート」「評価シート」の４

つのシートからなる、履歴書よりも詳しい自己ＰＲ等のシートを用い、登

録キャリアコンサルタントと相談しながら作成・交付を受けるものです。 

  ※ 企業のためのジョブ・カード制度 

    http://www.jc-center.jp/ 
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Q72 パンフレットに記載のある「認定職業訓練」「認定実習併用職業訓練」は

それぞれどのような意味ですか。 

A72 「認定職業訓練」・・・都道府県知事が厚生労働省令で定める基準に適合 

するものとして認定した職業訓練のことをさします。該当するかどうかは受

講を予定している訓練機関または都道府県にお尋ねください。 

「認定実習併用職業訓練」・・・助成を希望する事業主が実施計画認定申

請書類を作成して都道府県労働局（またはハローワーク）に提出し、厚生労

働大臣の認定を受けた Off-JT と OJT を組み合わせた訓練のことです。 

 

８ 自発的職業能力開発コース  

Ｑ73 自発的職業能力開発コースはどのような場合に活用できますか。 

Ａ73 労働者の自発的な職業能力開発を支援するために、自発的職業能力開発

経費負担制度および職業能力開発休暇制度を就業規則または労働協約に設

け、従業員の能力開発に要する経費の負担または職業能力開発休暇の付与

を行う場合に活用できます。訓練内容については、パンフレット 18 ページ

をご覧ください。 

※ 助成率・助成額 

中小企業：経費助成１／２、賃金助成 800 円（１人１時間当たり） 

 

 

Ｑ74 自発的職業能力開発経費負担制度を設けました。助成金の対象になりま

すか。 

Ａ74 自発的職業能力開発経費負担制度だけでなく、職業能力開発休暇制度に

ついても就業規則等に設けていただくことにより、助成対象となります。 

 

Ｑ75 自発的職業能力開発コースで実施する訓練は、教育訓練給付制度の対象

となる講座を活用することができますか。 

Ａ75 活用いただくことが可能です。教育訓練給付制度は、講座を受講・修了
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した場合に受講者本人が支払った受講費用の一部については労働者本人に

支給されます。一方、自発的職業能力開発コースは、就業規則等に定めた

事業主負担分についてのみ経費助成の対象となります。さらに、職業能力

開発休暇の期間、受講者に対して賃金を支払う場合は、賃金助成の対象と

なります。 

   なお、教育訓練給付金制度には、一般教育訓練と専門実践教育訓練があ

り、専門実践教育訓練は中長期的キャリア形成コースが活用できます。詳

しくは、パンフレット 16 ページをご覧ください。 

 

９ 中長期的キャリア形成コース  

Ｑ76 中長期的キャリア形成コースはどのような場合に活用できますか。 

Ａ76 厚生労働大臣が教育訓練給付制度の対象となる、中長期的なキャリア形

成に資する専門的・実践的な教育訓練として指定した講座（専門実践教育

訓練）を従業員に受講させる場合に活用できます。訓練内容については、

パンフレット 16 ページをご覧ください。 

※ 助成率・助成額 

中小企業以外 ：経費助成１／３、賃金助成 400 円（１人１時間当たり） 

中小企業：経費助成１／２、賃金助成 800 円（１人１時間当たり） 

 

 

Ｑ77 専門実践教育訓練はどのような訓練ですか。 

Ａ77 専門実践教育訓練とは下記の教育訓練（※１）のうち、指定基準を満た

したものとして厚生労働大臣が指定した講座（※２）が対象となります。  

※１ 専門実践教育訓練 

○ 業務独占資格・名称独占資格の取得を訓練目標する養成施設の 課程〔訓

練期間は 1 年以上 3 年以内〕  

【業務独占資格】  

助産師、看護師、准看護師、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、
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作業療法士、視能訓練士、言語聴覚士、臨床工学技士、義肢装具士、救急

救命士、歯科衛生士、歯科技工士、あん摩マッサージ指圧師、はり師・き

ゅう師、柔道整復師、美容師、理容師、測量士、電気工事士、建築士、海

技士、水先人、航空機操縦士、航空整備士  

【名称独占資格】  

保健師、調理師、栄養士、介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士、保

育士、製菓衛生師 

○ 専門学校の職業実践専門課程〔訓練期間は 2 年〕  

専修学校の専門課程のうち、企業などとの連携により、最新の実務知識な

どを身に付けられるよう教育課程を編成したものとして文部科学大臣が認定

したもの  

○ 専門職大学院〔訓練期間は 2 年または 3 年以内〕  

高度専門職業人の養成を目的とした課程 

 

※２ 厚生労働大臣が指定した講座 

     指定した講座は以下のホームページに掲載しています。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_rou 

dou/shokugyounouryoku/career_formation/kyouiku/ 

 

Ｑ78 キャリア形成促進助成金は、業務命令により訓練を受講させ、訓練経費

の一部を労働者に負担させた場合は不支給になると聞きました。専門実践

教育訓練の受講に当たっては雇用保険から受講者に対して教育訓練給付金

の支給があります。業務命令により、専門実践教育訓練を受講させ、教育

訓練給付金制度により訓練経費の一部を労働者が受給した場合であっても

不支給となるのでしょうか。 

Ａ78 業務命令により、専門実践教育訓練を受講させる場合、訓練経費を従業

員に負担させた事業主は不支給となります。このため、業務命令により、

専門実践教育訓練を受講させ、教育訓練給付金制度により訓練経費の一部

を労働者が受給した場合、教育訓練給付は従業員の自己負担額に対して支
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給されることとなりますが、訓練経費の一部を労働者が負担していること

から、キャリア形成促進助成金については不支給となります。一方、従業

員の申し出により従業員が自発的に専門実践教育訓練を受講する場合は、

訓練実施期間中に事業主が負担した従業員の賃金及び経費が支給対象とな

ります。 

 

10 一般型訓練  

Ｑ79 一般型訓練はどのような場合に活用できますか。 

Ａ79 政策課題対応型訓練以外の訓練を従業員に受講させ、一定の要件を満た

す場合に活用できます。訓練内容については、パンフレット 19 ページをご

覧ください。 

※ 助成率・助成額  

中小企業：経費助成１／３、賃金助成 400 円（１人１時間当たり） 

 

11 団体等実施型訓練  

Ｑ80 団体等実施型訓練はどのような場合に活用できますか。 

Ａ80 事業主団体等が傘下の事業主が雇用する労働者を対象に訓練（若年労働

者への訓練や熟練技能の育成・承継のための訓練、育児休業中・復職後・

再就職後の能力アップのための訓練）を実施する場合に活用できます。訓

練内容については、パンフレット 31 ページをご覧ください。 

※ 助成率 

経費助成１／２（育児休業中・復職後・再就職後の能力アップのため 

の訓練 ２／３） 

 

12 ものづくり人材育成訓練  

Ｑ81 ものづくり人材育成訓練はどのような場合に活用できますか。 

Ａ81 建設業や製造業が実施する厚生労働大臣の認定を受けて実施する OJT と 
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Off―JT を組み合わせて実施する訓練において、以下の三類型が助成対象と

なります。 

１． 企業単独型訓練（企業が単独で実施する訓練） 

２． 企業連携型訓練（複数の企業が連携して実施する訓練） 

３． 事業主団体等連携型訓練（事業主団体等と企業が連携して実施する訓

練） 

各訓練類型の詳細については、パンフレット 35 ページをご覧ください。 

※ 助成率・助成額  

中小企業以外：経費助成１／２、賃金助成 400 円（１人１時間当たり）、 

OJT 実施助成 400 円（１人１時間当たり） 

中小企業・事業主団体等：経費助成２／３、賃金助成 800 円（１人１時間 

当たり）、OJT 実施助成 700 円（１人１時間当 

たり） 

※大臣認定の手続きについては A７０を参照ください。 


